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＊ なお，本稿は平成 8年度 財団法人 村田学術振興財団による助成を受けた研究
成果の一部である。
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は現実であると思われる。 (GAO/GGD-93-126Intellectual Property Rights, p. 4) 
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技術貿易収支 △ 4.I兆円 16. 3兆円
技術輸出額 3. 5兆円 20.9兆円
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出所： 『日刊工業新聞』，1997年4月9日付。
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日米企業文化にみる知的財産戦略の比較 (2) (マノジュ L. シュレスタ）
図表5 従来の日米企業の知的財産権（権利行使）戦略
日本企業 米国企業 (3形態が見られる）
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冒頭で紹介した RobertN. Noyceの言葉には「精魂込めて作った料理の
おいしいところだけを日本人がつまみ食いする」という表現があった。しか
し，この前提には精魂込めて作られた料理が存在する。料理の「アイデア」
だけでは誰もつまみ食いすることはできない。そして，今までつまみ食いし
(31) 
てきたかもしれない日本人も，知的財産を「わが国の生命線」と呼ぶ時代を
既に迎えており，技術導入を受けて国内でひたすらモノをつくる側から，技
術を国外に輸出して，モノを作る，あるいは作らせる側としての変身を遂げ
ている。すなわち「アイデアからモノづくり」まで一貫した戦略への転換を
既に自らに課しているように思えるのである。
米国企業の「アイデア」も，それが実際の「モノづくり」へ連動しないの
であるならば，「市場の動き」や「消費者のニーズ」からかけ離れてしまうの
であれば，それは，産業発展を閉塞する道の選択にしか過ぎない。「デファク
ト・スタンダード」をめざす多くの企業にとって，「夢の車」に関する単なる
「アイデア」は自動車業界における標準化の勝利を意味するものでは決して
ない。何故なら，他社の賛同を得て市場に席倦する「デファクト・スタンダー
ド」には「市場の動き」こそが最も重要だからである。日本の企業とも，そ
れぞれの従来の企業戦略を振り返りつつ，いかに「アイデアからモノづくり
へ」の戦略を策定するかを考えなければならない時代を迎えていると言えよ
゜
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(31) 通商産業省特許庁編，『これからは日本も知的創造時代j'財団法人通商産業調査
会出版部， 1997年， 141貢。
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